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○山北町営農道占用等要綱 

平成２４年１０月１０日 

告示第６２号 

改正 平成２８年４月８日告示第４１号 

改正 令和５年６月２９日告示第４６号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、農道の管理上必要な事項を定め、農道の保全と農産物搬出の円滑化並びに

一般交通の安全の確保を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 農道 町農道台帳に記載されている農道をいう。 

（２） 農道管理者 山北町長をいう。 

（３） 課長 山北町農林課長をいう。 

（４） 関係者 直接維持管理している組合長又は自治会長をいう。 

（名称及び区間） 

第３条 農道の名称及び区間は、農道台帳に記載されたものとする。 

（農道の占用等） 

第４条 農道に次に掲げる工作物又は施設を設けて農道を占用（使用）しようとする者は、あら

かじめ農道管理者に申請し許可を得るものとする。 

（１） 電線、電柱その他これに類するもの 

（２） 水道管、下水道管、ガス管その他これに類するもの 

（３） 前２号の他、農道の構造その他支障を及ぼすおそれのある工作物等 

（申請） 

第５条 農道を占用（使用）する者は、用途により次の申請書を提出するものとする。 

（１） 路面を掘削し物件を存置させ、占用する場合―農道占用掘削許可申請書（第１号様式） 

（２） 路面上を使用並びに占拠する構造物及び物件を存置しようとする場合―農道使用許可

申請書（第２号様式） 

（３） 工事終了後工作物等が管理者に帰属する場合―農道自費工事施工承認申請書（第３号

様式） 

（申請の許可） 

第６条 第２条第２号に掲げた管理者が承認し許可するものとする。ただし、継続使用について

は、その事務を課長が専決するものとする。 
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（占用又は使用の基準） 

第７条 農道管理者は、農道の占用（使用）が立地条件等でやむを得ないと認めるもので、かつ、

次の基準に適合するものに限り第５条の申請を認めるものとする。 

（１） 占用の場所 

ア 占用の施設を地上に設ける場合において、農道の両側の側溝より又は路端よりとしなけ

ればならない。 

イ 農道の交差点、接続若しくは屈曲箇所又は待避所には、占用施設を設けてはならない。 

ただし、架線はこの限りでない。 

（２） 占用又は使用の期間 

ア 上下水道管、ガス管、電柱、電線は１０年以内、その他の物件は３年以内とする。 

イ 占用又は使用の期間が満了し、これを更新する場合の期間についても同様とする。 

（３） 占用施設の構造 

占用施設の構造は、農道の構造又は交通に支障のないよう必要な措置が講ぜられなければ

ならない。 

（４） 工事の実施期間 

ア 工事は、交通に著しく支障を及ぼさない時期に行わなければならない。 

イ 農道を横断して掘削する工事、その他農道の交通を遮断する工事については、交通量の

最も少ない時期に行わなければならない。 

（５） 工事の実施方法 

占用に関する工事の実施方法は、次によらなければならない。 

ア 農道の維持及び交通に支障を及ぼさないよう必要な措置を講ずること。 

イ 工事場所には、危険防止のためバリケード等必要な措置を講ずること。 

ウ その他関係法令に基づく措置を講ずること。 

（６） 復旧方法 

農道を占用のため路面を掘削した場合における復旧方法は、担当職員の指示のとおりとす

る。 

（７） 工事の報告 

占用掘削及び占用（使用）等の工事完了及び構造物等の完成したときは、その旨、農道管

理者に次の書類を添えて報告しなければならない。 

ア 路面復旧自費（復旧・舗装）工事完成届（第４号様式） 

イ 占用完了届（第５号様式） 

ウ 使用完了届（第６号様式） 

エ 上記に付随する写真、出来型 
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（継続占用又は使用） 

第８条 農道占用（使用）者は、その占用（使用）期間が満了してその後も引き続き占用（使用）

を継続しようとするときは、期間満了の日から１４日前までに、農道占用継続許可申請書（第

７号様式）又は農道使用継続許可申請書（第８号様式）を農道管理者に提出すること。 

（占用又は使用の廃止） 

第９条 農道の占用（使用）者は、占用（使用）期間満了前に占用又は使用の廃止をしたときは、

直ちに農道占用廃止届（第９号様式）又は農道使用廃止届（第１０号様式）を農道管理者に提

出しなければならない。 

（原状回復） 

第１０条 農道管理者は、占用（使用）の許可をうけたものに占用（使用）期間満了若しくは廃

止をしたときは、農道の原状回復を要求しなければならない。 

２ 前項の事項に基づく原状回復の方法が、不適当と判断したときは、農道占用（使用）者に対

し、必要な指示を行うものとする。 

（水道、電気、ガス事業等のための農道の占用の特例） 

第１１条 各関係法の規定に基づき、水道管、下水道管、公衆の用に供するガス管、電柱又は電

線を農道に設置する場合の占用（使用）申請は、次に掲げる書類によるものとする。 

（１） 農道占用掘削許可協議書（第１１号様式） 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めない事項は、次に掲げるものに準ずることとする。 

道路法施行令（昭和２７年政令第４７９号） 

農道―計画、設計、施工管理 

（全国土地改良事業団体連合会発行 S４８．１０．１） 

土地改良事業標準設計 第７編 農道 

（農林水産省構造改善局監修 平成３年３月１日） 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年１０月１０日から施行する。 

（農・林道占用（使用）要綱の廃止） 

２ 農・林道占用（使用）要綱（昭和５９年４月１日制定）は廃止する。 

附 則（平成２８年告示第４１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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第１号様式（第５条関係） 

第２号様式（第５条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

第４号様式（第７条関係） 

第５号様式（第７条関係） 

第６号様式（第７条関係） 

第７号様式（第８条関係） 

第８号様式（第８条関係） 

第９号様式（第９条関係） 

第１０号様式（第９条関係） 

第１１号様式（第１１条関係） 

 


